
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [693,556円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数 　：　本村の財政力指数は、過疎少子高齢化がすすむなか、基準財政需要額は減少傾向にあるが、基準財
政収入額は増加しているため、村財政力指数は若干上昇傾向にあります。とはいえ、類似団体内比較では下位に位置し
ており、厳しい財源には変わりなく、地方交付税等に頼る財政運営状況であります。
経常収支比率 　：　経常収支比率が平成１４年度に１００％を超え、平成１５年度ピーク時１０５．９％から若干降下傾向に
あり、平成１７年度は１０２．３％となています。職員の勧奨退職を平成１５年度より積極的に実施しており、平成１７年度
末までに６名退職しその後の職員の補充はしておらず、人件費（職員給）の削減に努めています。
　公債費についても、過疎対策事業債、災害復旧事業債以外は必要最小限としており、村の起債償還ピークも過ぎ、元
利償還金は年々減少傾向にあります。しかし、人口減少等に伴う地方交付税の減額に伴い、経常収支比率の大幅な減
が見通せない状況ににありますが、今後も、経常経費の節減を図るなど、村財政の健全化に向けできる限り努力していき
たいと考えています。
人口１人当たりの人件費・物件費等決算額 　：　人件費では、職員勧奨退職を積極的に勧め、その補充は現時点ではし
ておりおらず、物件費並びに維持補修費については、支出を必要最小限に留める努力を行っていますが、人口の少なさ
が１人あたりの数値を上げております。

人口１人当たりの地方債の現在高 　：　平成１６年度２，８０４千円から平成１７年度には２，６７７千円と減少傾向にあるが、
まだまだ１人あたりの額が高く類似団体順位では下位となっている。
実質公債費比率 　：　産業振興、白滝開発などで借入していた地方債も、起債の発行抑制、繰上償還など起債適正化計画
も行い、平成１６年を境に起債の償還もピークを過ぎ、償還元金、利息とも減少している。また、嶺北広域行政事務組合の
起債も発行抑制、起債償還額も減少傾向にある。しかし、普通交付税等の減少により、実質公債費比率は１９．４％と、１
８％を超えた状態である。その為、１８年度に３カ年の公債費負担適正化計画を策定し、適正な公債費等の運営を行ってい
きます。
ラスパイレス指数 　：　類似団体内順位では、中位にあり、類似団体内平均より上位にある。平成１６年度８８．０から平成１
７年度８８．９と上昇しているが、高給者の勧奨退職などにより、若干の変動はあるものの、給与水準は国、類似団体より低
い数値となっている。今後も昇給抑制するなどを行っていきます。
人口1,000人あたりの職員数 　：　類似団体内順位では、下位にあるが、平成１６年度３９人から平成１７年度３６人と減少し
ておる。平成１５年度に３名、平成１６年度には１名、平成１７年度には２名、５５歳で勧奨退職を実施しており、職員数は
減っている。行政改革大綱では平成２１年度までに職員数を２０名としている。


